
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東日本の１日の売上

げは、約 20億円・・・。 

 

福利厚生の会社負担額 

Ｎｏ．７９ 

発行 １５．５．１１ 
      ＪＲ東労組業務部 

■社員の持家取得を促進する 

■持家居住者の受益格差是正 

■社宅利用機会均等の促進 

■社宅入居制限実施(50歳の年齢制限)：ＪＲ北海道、東海、四国、九州 

■年齢により家賃が上昇する傾斜家賃制度：ＪＲ西日本 

■ＪＲ貨物は、社宅使用を制限する制度はない 

■社宅保有企業の 90％が、社宅使用を制限する制度を導入している 

1999年は 39％。現在もあまり増えてはいない。住宅ローン支援制度「成果が出たかな？」というもの 

■イーストハイム(ＥＨ)入居者はなかなか出ない。入居したい若い人が入れない。 
■ＥＨは、入居と退居の比率が 10％未満。他の社宅は 15％～20％稼働。 
■入居待機希望者数は把握していない。「年齢制限」ではなく「15年制限」で公平。 

築 40年の老朽化と耐震強度対策が優先。耐震がＮＧの社宅は廃止していく。 

全国の社宅戸数、入居戸数、築年数については、別途示す。 

 

 

【賃貸住宅】援助金支給額  月額  30,000 円（特定地域）     ⇒ 年間合計 360,000円  

【所有住宅】援助金支給額  月額   5,000円×12ヵ月  

      住宅ローン支援制度 年額 144,000 円（特定地域）⇒ 年間合計 204,000円 

【 社  宅 】維持管理費は会社負担、具体的な金額は示せない！  

福利厚生の負担割合 

 


